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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第106期

第２四半期
連結累計期間

第107期
第２四半期
連結累計期間

第106期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日

自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 (百万円) 23,719 23,385 53,684

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) △628 △921 577

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益
又は親会社株主に帰属する
四半期純損失（△）

(百万円) 73 △740 875

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 5,390 10,389 8,658

純資産額 (百万円) 72,003 85,476 75,943

総資産額 (百万円) 101,374 119,691 107,593

１株当たり四半期(当期)純利益
又は１株当たり四半期純損失（△）

(円) 1.72 △17.30 20.46

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 70.8 70.5 69.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,121 615 △3,808

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,435 △660 4,213

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △356 △855 △1,214

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 18,344 17,676 18,576

回次
第106期

第２四半期
連結会計期間

第107期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

自 平成30年７月１日
至 平成30年９月30日

１株当たり四半期純利益
又は１株当たり四半期純損失(△)

(円) 8.62 △7.44

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４ 平成29年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合をもって株式併合を実施しております。第106期の期

首に当該株式併合が実施されたと仮定し、１株当たり四半期(当期)純利益又は１株当たり四半期純損失を算

定しております。

５ 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

決算短信（宝印刷） 2018年11月06日 19時30分 6ページ（Tess 1.50(64) 20180621_01）



― 3 ―

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第２四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値

で前連結会計年度との比較・分析を行っております。

(1) 経営成績等の状況の概要

当第２四半期連結累計期間における当社グループ（当社及び連結子会社）の財政状況、経営成績及びキャッシ

ュ・フロー（以下「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。

① 財政状態及び経営成績の状況

ａ．財政状態

当第２四半期末の総資産は前連結会計年度末に比べ、120億９千７百万円増加し、1,196億９千１百万円となり

ました。

流動資産は、52億３千万円減少し、407億１千６百万円となりました。これは主に、受取手形及び売掛金の減少

によるものです。

固定資産は、173億２千８百万円増加し、789億７千４百万円となりました。これは主に、投資有価証券の増加

によるものです。

負債は、前連結会計年度末に比べ25億６千５百万円増加し、342億１千４百万円となりました。

流動負債は、22億６千２百万円減少し、155億７千万円となりました。これは主に、支払手形及び買掛金の減少

によるものです。

固定負債は、48億２千８百万円増加し、186億４千４百万円となりました。これは主に、繰延税金負債の増加に

よるものです。

純資産は、前連結会計年度末に比べ95億３千２百万円増加し、854億７千６百万円となりました。これは主に、

利益剰余金の減少及びその他有価証券評価差額金の増加によるものです。

ｂ．経営成績

当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、企業収益や個人消費、雇用環境の改善が続き、緩やかな回

復基調で推移しました。一方海外経済の不確実性の高まりなどを受け、景気の先行きは依然として不透明な状況

が継続しております。

　印刷業界におきましては、電子書籍やインターネット広告の増加によるペーパーメディア需要の減少により、

依然として厳しい経営環境が継続しました。

このような環境の中で当社グループは、情報に付加価値を提供してお客様へ届ける「情報をデザインする企

業」への変革を目指し、平成29年２月に公表しました中期経営計画に掲げた「市場変化を見据えた事業構造転

換」「新しい市場創出に向けた積極投資」「文化・教育分野の事業領域拡大」について取り組んでまいりまし

た。

その結果、当第２四半期連結累計期間における当社グループの業績は、売上高は233億８千５百万円（前年同期

比1.4％減）、売上総利益は33億６千３百万円(前年同期比12.7％増)、営業損失は11億３千９百万円（前年同期は

営業損失９億７千５百万円）、経常損失は９億２千１百万円（前年同期は経常損失６億２千８百万円）、親会社

株主に帰属する四半期純損失は７億４千万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純利益７千３百万円）と

なりました。
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なお、当社は教育ソリューション事業の多面的発展を図るため、平成30年10月30日に、当社の連結子会社であ

る株式会社ＫＧエデュケーションホールディングスが、企業向け語学研修サービスを提供しております株式会社

シー・ティー・エスの全株式を取得し子会社化（当社の孫会社化）いたしました。詳細につきましては「第４

経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。

　

セグメント別の業績は、次のとおりであります。

(情報デザイン事業)

情報デザイン事業セグメントは、出版印刷分野とマーケティング分野から構成されております。

出版印刷分野では、コミック、雑誌などが減少した結果、売上高は146億７百万円(前年同期比5.4％減)となり

ました。

マーケティング分野では、カタログ・パンフレット、ＰＯＰなどが増加したものの、リーフ・チラシなどが減

少した結果、売上高は76億６百万円(前年同期比4.9％減)となりました。

その結果、当事業の売上高は、222億１千３百万円(前年同期比5.2％減)、セグメント損失は３億５千２百万円

（前年同期はセグメント損失５億５千１百万円）となりました。

(教育ソリューション事業)

教育ソリューション事業では、平成29年11月より株式会社桐原書店を連結子会社化した結果、売上高は11億７

千１百万円(前年同期比317.0％増)、セグメント損失は７億８千６百万円（前年同期はセグメント損失４億２千８

百万円）となりました。

　

(注)消費税等の処理方法は税抜方式によっているため、記載している金額には消費税等は含まれておりません。

　

②キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における「現金及び現金同等物」は、前連結会計年度末に比べ９億円減少し、176億７

千６百万円となりました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果増加した資金は、６億１千５百万円（前年同四半期は51億２千１百万円の減少）となりました。

主な増加要因は売上債権の減少44億４千万円、主な減少要因は仕入債務の減少19億８千３百万円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果減少した資金は、６億６千万円（前年同四半期は44億３千５百万円の増加）となりました。主な

増加要因は有価証券の償還による収入12億円、主な減少要因は投資有価証券の取得による支出９億５千５百万円、

有形固定資産の取得による支出７億４千４百万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果減少した資金は、８億５千５百万円（前年同四半期は３億５千６百万円の減少）となりました。

主な減少要因は配当金の支払いによる支出８億５千２百万円であります。

　

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　

(3) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は３千６百万円であります。

当第２四半期連結累計期間において研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当社は、平成30年９月26日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社ＫＧエデュケーションホ

ールディングスが、株式会社シー・ティー・エスの全株式を取得し子会社化することを決議いたしました。これに

伴い株式譲渡契約を締結し、平成30年10月30日付で全株式を取得いたしました。

　詳細は、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりでありま

す。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成30年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 43,133,904 43,133,904
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株でありま
す。

計 43,133,904 43,133,904 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年 月 日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成30年９月30日 ― 43,133 ― 13,898 ― 12,992
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(5) 【大株主の状況】

平成30年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

凸版印刷㈱ 東京都台東区台東1-5-1 22,002 51.42

日本マスタートラスト信託銀行㈱
（退職給付信託口・ＤＩＣ㈱口）

東京都港区浜松町2-11-3 3,064 7.16

ＩＮＴＥＲＴＲＵＳＴ ＴＲＵＳＴ
ＥＥＳ （ＣＡＹＭＡＮ） ＬＩＭ
ＩＴＥＤ ＳＯＬＥＬＹ ＩＮ Ｉ
ＴＳ ＣＡＰＡＣＩＴＹ ＡＳ Ｔ
ＲＵＳＴＥＥ ＯＦ ＪＡＰＡＮ－
ＵＰ
（常任代理人㈱みずほ銀行）

190 ＥＬＧＩＮ ＡＶＥＮＵＥ， ＧＥ
ＯＲＧＥ ＴＯＷＮ， ＧＲＡＮＤ Ｃ
ＡＹＭＡＮ ＫＹ1-9005, ＣＡＹＭＡＮ
ＩＳＬＡＮＤＳ
（東京都港区港南2-15-1品川インターシ
ティＡ棟）

3,005 7.02

東洋インキＳＣホールディングス㈱ 東京都中央区京橋2-2-1 1,157 2.70

ＣＨＡＳＥ ＭＡＮＨＡＴＴＡＮ
ＢＡＮＫ ＧＴＳ ＣＬＩＥＮＴＳ
ＡＣＣＯＵＮＴ ＥＳＣＲＯＷ
（常任代理人㈱みずほ銀行）

５ＴＨ ＦＬＯＯＲ， ＴＲＩＮＩＴＹ
ＴＯＷＥＲ ９， ＴＨＯＭＡＳ ＭＯ
ＲＥ ＳＴＲＥＥＴ ＬＯＮＤＯＮ，
Ｅ１Ｗ １ＹＴ， ＵＮＩＴＥＤ ＫＩ
ＮＧＤＯＭ
（東京都港区港南2-15-1品川インターシ
ティＡ棟）

739 1.72

三井住友信託銀行株式会社
（常任代理人日本トラスティ・サー
ビス信託銀行㈱）

東京都千代田区丸の内1-4-1
（東京都中央区晴海1-8-11）

699 1.63

図書印刷従業員持株会 東京都北区東十条3-10-36 613 1.43

日本トラスティ・サービス信託銀行
㈱（信託口）

東京都中央区晴海1-8-11 597 1.39

㈱学研ホールディングス 東京都品川区西五反田2-11-8 505 1.18

日本マスタートラスト信託銀行㈱
（信託口）

東京都港区浜松町2-11-3 488 1.14

計 ― 32,873 76.84

(注) １ 日本マスタートラスト信託銀行㈱(退職給付信託口・ＤＩＣ㈱口)の所有株式は、ＤＩＣ㈱から委託された信

託財産であり、議決権行使の指図者はＤＩＣ㈱です。

２ 日本マスタートラスト信託銀行㈱、日本トラスティ・サービス信託銀行㈱の所有株式は、全て信託業務に係

る株式です。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成30年９月30日現在

区 分 株式数(株) 議決権の数(個) 内 容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 351,800

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 42,707,100 427,071 ―

単元未満株式 普通株式 75,004 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 43,133,904 ― ―

総株主の議決権 ― 427,071 ―

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株(議決権40個)含ま

れております。

２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式が６株含まれております。

② 【自己株式等】

平成30年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東京都北区東十条3-10-36 351,800 ― 351,800 0.81

図書印刷株式会社

計 ― 351,800 ― 351,800 0.81

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成30年７月１日から平成

30年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,086 5,177

受取手形及び売掛金 ※ 17,433 ※ 13,094

有価証券 20,900 19,001

商品及び製品 700 902

仕掛品 950 1,672

原材料及び貯蔵品 493 510

その他 421 368

貸倒引当金 △39 △12

流動資産合計 45,947 40,716

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 18,902 18,905

減価償却累計額 △10,595 △10,778

建物及び構築物（純額） 8,307 8,126

機械装置及び運搬具 19,380 19,434

減価償却累計額 △14,919 △14,814

機械装置及び運搬具（純額） 4,461 4,620

工具、器具及び備品 1,279 1,356

減価償却累計額 △1,070 △1,092

工具、器具及び備品（純額） 208 263

土地 6,680 6,662

リース資産 ― 5

減価償却累計額 ― △0

リース資産（純額） ― 5

建設仮勘定 ― 305

有形固定資産合計 19,657 19,984

無形固定資産

のれん 496 453

その他 323 556

無形固定資産合計 820 1,009

投資その他の資産

投資有価証券 40,801 57,545

繰延税金資産 201 292

その他 301 206

貸倒引当金 △136 △64

投資その他の資産合計 41,167 57,980

固定資産合計 61,645 78,974

資産合計 107,593 119,691
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※ 6,274 ※ 4,736

電子記録債務 ※ 7,565 ※ 7,129

未払法人税等 210 141

未払消費税等 405 151

賞与引当金 543 501

役員賞与引当金 39 17

返品調整引当金 77 23

設備関係支払手形 ※ 537 ※ 233

その他 2,180 2,634

流動負債合計 17,833 15,570

固定負債

長期借入金 350 351

役員退職慰労引当金 454 480

退職給付に係る負債 2,666 2,676

資産除去債務 116 117

繰延税金負債 10,224 15,009

その他 3 9

固定負債合計 13,815 18,644

負債合計 31,649 34,214

純資産の部

株主資本

資本金 13,898 13,898

資本剰余金 16,489 16,489

利益剰余金 18,588 16,992

自己株式 △209 △210

株主資本合計 48,767 47,170

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 25,866 37,084

為替換算調整勘定 0 △0

退職給付に係る調整累計額 206 168

その他の包括利益累計額合計 26,073 37,251

非支配株主持分 1,103 1,053

純資産合計 75,943 85,476

負債純資産合計 107,593 119,691
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

売上高 23,719 23,385

売上原価 20,736 20,022

売上総利益 2,983 3,363

販売費及び一般管理費

運搬費 1,141 1,003

役員報酬及び給料手当 1,688 2,037

賞与引当金繰入額 187 178

役員賞与引当金繰入額 19 17

退職給付費用 69 73

役員退職慰労引当金繰入額 44 45

貸倒引当金繰入額 19 △87

のれん償却額 ― 42

その他 786 1,191

販売費及び一般管理費合計 3,958 4,502

営業損失（△） △975 △1,139

営業外収益

受取利息 5 4

受取配当金 323 188

その他 36 45

営業外収益合計 365 238

営業外費用

支払利息 3 1

投資事業組合運用損 12 13

その他 2 4

営業外費用合計 18 19

経常損失（△） △628 △921

特別利益

固定資産売却益 39 24

投資有価証券売却益 748 ―

特別利益合計 788 24

特別損失

固定資産除売却損 117 5

固定資産撤去費用 38 ―

退職特別加算金 43 89

特別損失合計 199 94

税金等調整前四半期純損失（△） △39 △991

法人税、住民税及び事業税 22 △24

法人税等調整額 △143 △179

法人税等合計 △121 △204

四半期純利益又は四半期純損失（△） 81 △786

非支配株主に帰属する四半期純利益又は
非支配株主に帰属する四半期純損失（△）

7 △46

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

73 △740
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 81 △786

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 5,306 11,217

為替換算調整勘定 ― △1

退職給付に係る調整額 2 △38

その他の包括利益合計 5,309 11,176

四半期包括利益 5,390 10,389

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 5,380 10,438

非支配株主に係る四半期包括利益 9 △48
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △39 △991

減価償却費 869 829

のれん償却額 － 42

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 0 △46

賞与引当金の増減額（△は減少） △7 △41

貸倒引当金の増減額（△は減少） 9 △98

受取利息及び受取配当金 △328 △193

支払利息 3 1

有形固定資産除売却損益（△は益） 77 △18

投資有価証券売却損益（△は益） △748 －

売上債権の増減額（△は増加） 2,679 4,440

たな卸資産の増減額（△は増加） △529 △919

仕入債務の増減額（△は減少） △1,794 △1,983

その他 △438 △643

小計 △245 377

利息及び配当金の受取額 332 194

利息の支払額 △3 △1

法人税等の支払額 △5,205 △37

法人税等の還付額 0 82

営業活動によるキャッシュ・フロー △5,121 615

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △1 △1

定期預金の払戻による収入 8 9

有価証券の償還による収入 5,200 1,200

有形固定資産の取得による支出 △822 △744

有形固定資産の売却による収入 389 61

投資有価証券の取得による支出 △1,001 △955

投資有価証券の売却による収入 780 －

無形固定資産の取得による支出 △122 △233

貸付金の回収による収入 0 0

その他 3 2

投資活動によるキャッシュ・フロー 4,435 △660

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 － △0

自己株式の取得による支出 △4 △0

配当金の支払額 △341 △852

非支配株主への配当金の支払額 △10 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー △356 △855

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,042 △900

現金及び現金同等物の期首残高 19,386 18,576

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 18,344 ※ 17,676
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【注記事項】

(追加情報)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負

債の区分に表示しております。

(四半期連結貸借対照表関係)

※ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。

なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形を

満期日に決済が行われたものとして処理しております。

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

受取手形 229百万円 167百万円

支払手形 47百万円 50百万円

電子記録債務 428百万円 280百万円

設備関係支払手形 209百万円 45百万円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日)

現金及び預金 4,846百万円 5,177百万円

有価証券 20,701百万円 19,001百万円

計 25,547百万円 24,179百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1百万円 △1百万円

償還期間が３か月を超える債券等 △7,201百万円 △6,502百万円

現金及び現金同等物 18,344百万円 17,676百万円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 342 ４ 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

当第２四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月28日
定時株主総会

普通株式 855 20 平成30年３月31日 平成30年６月29日 利益剰余金

(注) 平成30年３月期期末配当金の内訳 普通配当8円00銭 特別配当12円00銭

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円）

報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額

情報デザイン
事業

教育
ソリューション

事業
合計

売上高

外部顧客への売上高 23,438 281 23,719 ― 23,719

セグメント間の内部
売上高又は振替高

126 ― 126 △126 ―

計 23,565 281 23,846 △126 23,719

セグメント損失(△) △551 △428 △979 3 △975

２．報告セグメントの利益又は損失の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調

整に関する事項)

(単位：百万円)

損失 金額

報告セグメント計 △979

セグメント間取引消去 3

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △975
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当第２四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円）

報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額

情報デザイン
事業

教育
ソリューション

事業
合計

売上高

外部顧客への売上高 22,213 1,171 23,385 ― 23,385

セグメント間の内部
売上高又は振替高

227 9 237 △237 ―

計 22,441 1,181 23,623 △237 23,385

セグメント損失(△) △352 △786 △1,138 △0 △1,139

２．報告セグメントの利益又は損失の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調

整に関する事項)

(単位：百万円)

損失 金額

報告セグメント計 △1,138

セグメント間取引消去 △0

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △1,139

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日)

１株当たり四半期純利益
又は１株当たり四半期純損失(△)

1円72銭 △17円30銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する
四半期純利益

　 又は親会社株主に帰属する
　 四半期純損失(△)

(百万円) 73 △740

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に
帰属する四半期純利益

　 又は普通株式に係る親会社株主に
　 帰属する四半期純損失(△)

(百万円) 73 △740

普通株式の期中平均株式数 (千株) 42,786 42,782

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 当社は平成29年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合をもって株式併合を実施しております。当該株

式併合が前連結会計年度の開始の日に実施されたと仮定して、１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半

期純損失を算定しております。
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(重要な後発事象)

（連結子会社による株式取得（孫会社化））

平成30年10月30日に、当社の連結子会社である株式会社ＫＧエデュケーションホールディングスが、株式会社

シー・ティー・エスの全株式を取得し、子会社化（当社の孫会社化）いたしました。

１．企業結合の概要

(1)被取得企業の名称及びその事業の概要

被取得企業の名称 株式会社シー・ティー・エス

事業の内容 企業向け語学研修サービス

(2)企業結合を行った主な理由

教育ソリューション事業の多面的発展を図るため。

(3)企業結合日

平成30年10月30日（株式取得日）

平成30年10月31日（みなし取得日）

(4)企業結合の法的形式

現金を対価とする株式取得

(5)結合後企業の名称

変更はありません。

(6)取得した議決権比率

100％

(7)取得企業を決定するに至った主な根拠

当社の連結子会社である株式会社ＫＧエデュケーションホールディングスが被取得企業の議決権の100％を

取得したため、取得企業となります。

　

２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 1,320百万円

取得原価 1,320百万円

　

３．主要な取得関連費用の内訳及び金額

　 現時点では確定しておりません。

　

４．発生するのれんの金額、発生原因、償却方法、償却期間

　 現時点では確定しておりません。

　

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

　 現時点では確定しておりません。

２ 【その他】

　 該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成30年11月13日

図書印刷株式会社

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 福 田 秀 敏 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 大 嶋 幸 児 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている図書印刷株式会

社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成30年７月１日から平成

30年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、図書印刷株式会社及び連結子会社の平成30年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成30年11月13日

【会社名】 図書印刷株式会社

【英訳名】 Tosho Printing Company,Limited

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 川 田 和 照

【最高財務責任者の役職氏名】 専務取締役 矢 野 誠 之

【本店の所在の場所】 東京都北区東十条三丁目10番36号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長川田和照及び当社最高財務責任者矢野誠之は、当社の第107期第２四半期（自 平成30年７月１

日 至 平成30年９月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確

認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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